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Ｑ　
２
０
２
５
年
度
に
改
正
さ
れ
る
育
児
・
介

護
休
業
の
内
容
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
今
回
の
改
正
内
容
は
、
次
の
通
り
で
す
。

　
出
生
後
休
業
支
援
給
付
は
、
最
大
で
28
日

間
、
そ
れ
ぞ
れ
で
休
業
開
始
前
賃
金
の
13
％

に
相
当
す
る
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

現
行
の
育
児
休
業
給
付
金
お
よ
び
出
生

時
育
児
休
業
給
付
金
の
給
付
率
は
67
％
な
の

で
、
出
生
後
休
業
支
援
給
付
を
上
乗
せ
す
る

と
休
業
開
始
前
賃
金
の
80
％
と
な
り
ま
す
。

　

次
に
育
児
時
短
就
業
給
付
の
要
件
で
す

が
、
育
児
時
短
就
業
給
付
と
は
、
２
歳
未
満

の
子
ど
も
が
い
る
世
帯
が
、
時
短
勤
務
を
選

択
し
た
場
合
に
、
減
少
す
る
収
入
の
一
部
を

補ほ

塡て
ん

す
る
制
度
で
す
。

　
給
付
率
に
つ
い
て
は
、
休
業
よ
り
も
時
短

勤
務
を
、
時
短
勤
務
よ
り
も
従
前
の
所
定
労

働
時
間
で
勤
務
す
る
こ
と
を
推
進
す
る
観
点

か
ら
、
時
短
勤
務
中
に
支
払
わ
れ
た
賃
金
額

の
10
％
と
さ
れ
ま
す
。

　
今
回
の
改
正
に
よ
り
、
就
業
規
則
や
労
使
協

定
の
見
直
し
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
育
児
・
介
護

休
業
法
は
今
ま
で
度
々
大
き
な
改
正
が
あ
っ
た

法
律
で
す
が
、
従
前
の
改
正
点
も
含
め
て
ま
だ

就
業
規
則
へ
の
反
映
を
さ
れ
て
い
な
い
会
社
が

散
見
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
を
機
に
、
自
社
に
お
け

る
制
度
や
就
業
規
則
な
ど
の
社
内
規
程
を
改
め

て
確
認
し
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。

Ｑ　
今
回
の
改
正
で
事
業
主
に
求
め
ら
れ
る
対

応
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
育
児
休
業
に
関
し
て
は
、
所
定
外
労
働
の

制
限
（
残
業
免
除
）
の
対
象
拡
大
や
、
子
の

看
護
休
暇
の
見
直
し
、
育
児
の
た
め
の
テ
レ

ワ
ー
ク
導
入
と
、
い
ず
れ
も
幅
広
い
労
働
者

へ
の
制
度
適
用
が
求
め
ら
れ
る
改
正
と
な
り

ま
し
た
。
就
業
規
則
等
で
除
外
し
て
い
た
労

働
者
へ
の
制
度
適
用
を
認
め
、
対
象
労
働
者

の
見
直
し
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
　
介
護
休
業
に
関
し
て
は
介
護
離
職
を
防
止

す
る
た
め
の
仕
事
と
介
護
の
両
立
支
援
制
度

の
構
築
や
、
介
護
に
直
面
す
る
前
の
早
い
段

階
で
の
情
報
提
供
義
務
と
い
っ
た
会
社
内
部

の
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

Ｑ　
雇
用
保
険
法
の
改
正
点
に
つ
い
て
教
え
て

く
だ
さ
い
。

Ａ　
改
正
に
よ
り
出
産
後
休
業
支
援
給
付
・
育

児
時
短
就
業
給
付
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
　
出
生
後
休
業
支
援
給
付
金
の
支
給
要
件
は

次
の
三
つ
で
す
。

　
①
原
則
と
し
て
、
出
生
後
休
業
を
開
始
し
た

日
前
の
２
年
間
に
お
い
て
、
雇
用
保
険
の

み
な
し
被
保
険
者
期
間
が
通
算
12
カ
月
以

上
あ
る
こ
と

　
②
被
保
険
者
が
、
対
象
期
間
内
に
取
得
し
た

出
生
後
休
業
の
日
数
が
、
通
算
し
て
14
日

以
上
で
あ
る
こ
と

　
③
被
保
険
者
の
配
偶
者
が
、
子
の
出
生
の
日

か
ら
起
算
し
て
８
週
間
を
経
過
す
る
日
の

翌
日
ま
で
の
期
間
内
に
し
た
出
生
後
休
業

の
日
数
が
、
通
算
し
て
14
日
以
上
で
あ
る

こ
と

【
回
答
】

誌上相談室 Q＆A　２０２４年に育児介護休業法の改正法が国会
で可決・成立しました。２０２５年４月と２０２５年
10月に施行が予定されており、合わせて雇用保
険法も改正が行われます。
　本改正の目的として、労働者の個別の事情に
対応して、男女とも仕事と育児・介護を両立でき
るように、育児期の柔軟な働き方を実現するた
めの措置の拡充や介護離職防止のための雇用
環境整備、個別周知・意向確認の義務化などの
改正が予定されているため、事前に内容を正し
く理解しておきましょう。

遊
佐
　
慎
一
郎
氏

【テーマ】

２０２５年４月から！
育児・介護休業法改正の
ポイント解説

Ⅱ

雇
用
保
険
法
の
改
正

Ⅰ

育
児
・
介
護
休
業
法
の
改
正

当
所
窓
口
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門
家

遊
佐
総
合
法
務
事
務
所
（
青
葉
区
上
杉
）

図．2025年４月の育児・介護休業法の改正内容

※
改
正
の
内
容
詳
細
は
こ
ち
ら

　
か
ら
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

育児休業
制度名 必要な対応

① 所定外労働の制限
（残業免除）の対象拡大 就業規則等の見直し

② 子の看護休暇の見直し 就業規則等の見直し

③
短時間勤務制度
（3歳未満）の代替措置に
テレワーク追加

選択すれば
就業規則等の見直し

④ 育児のための
テレワーク導入 就業規則等の見直し

⑤ 育児休業取得状況の
公表義務適用拡大

対象事業主はインター
ネットなどで公表義務

⑥ 出産後休業支援給付・
育児時短就業給付の新設

介護休業
制度名 必要な対応

① 介護休暇を取得できる
労働者の要件緩和　

労使協定を締結し
ている場合は就業
規則等の見直し　

② 介護のための
テレワーク導入　

就業規則等の
見直し　

③ 介護離職防止のための
個別の周知・意向確認等

個別の周知・意向
確認義務　

④
介護に直面する前の
早い段階（40歳等）
での情報提供　

情報提供義務　

⑤ 介護離職防止のための
雇用環境整備　 環境整備義務　

社
会
保
険
労
務
士
・

司
法
書
士
・
行
政
書
士


